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agricultural cooperatives in Japan 
中央大学大学院戦略経営研究科 
ビジネス科学専攻(博士後期課程) 
中川峰郎 
Summary 
In Japan, the government encourages the agricultural cooperatives to undertake 
self-reform, because these cooperatives have tasks to turn the agriculture into 
a growth industry and to increase farmers' incomes. 
The business scale of whole agricultural cooperatives is very large at present; 
therefore, these cooperatives need to improve their corporate governance systems 
by applying corporate governance code. 
This article shows outlines of corporate governance code for cooperatives in 
European countries and the questionnaire result about governance and disclosure 
to Japanese agricultural cooperatives, and suggests the application mutatis 
mutandis of corporate governance code in line with the cooperative principles 
for these cooperatives. 
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序：問題意識 
Ⅰ 改革を求められる農協1) 
 農協は，農業の成長産業化と農業者の所得増加という使命を有するが，農協の正組合員
の構成が少数の担い手農家と多数の兼業農家となり，利用者である准組合員が正組合員を
上回るという制度発足時とは異なる現状にあることを理由として2)，2013 年から 2015 年
の間に政府の規制改革会議農業ワーキング・グループにおける「農協改革」の議論が行わ
れ，『規制改革に関する第 2 次答申〜加速する規制改革〜』［内閣府,2014a］において「各
農協がおかれた環境は，地域によってさまざまであるため，中央からの共通の指導に基づ
くのではなく，地域の農協が主役となり，それぞれの独自性を発揮して農業の成長産業化
に全力投入できるように，抜本的に見直す．」(p56)という改革の方向性が示された． 
 そして［内閣府,2014b］の「4 農業分野④農業協同組合の見直し」では，「地域の農協
が主役となり，それぞれの独自性を発揮して農業の成長産業化に全力投入できるように，
抜本的に見直す．今後 5 年間を農協改革集中推進期間とし，農協は，重大な危機感をもっ
て，以下の方針に即した自己改革を実行するよう，強く要請する．」(p34)とあり，改革す
べき事項として，中央会制度から新たな制度への移行，全農等の事業・組織の見直し，単
協の活性化・健全化の推進，理事会の見直し，組織形態の弾力化，他団体とのイコールフ
ッティング(pp38-40)を列挙した． 
 さらに［首相官邸,2014］では，「農業協同組合の見直し」として，中央会新制度移
行，全農の組織見直し，組織形態弾力化にあわせて「単協に関し，積極的な経済活動によ
り利益を上げ，組合員への還元と将来への投資に充てる旨を明確化するとともに，金融
(信用・共済)事業に関するリスクや事務負担を軽減する事業方式を推進する．また，理事
の過半は，認定農業者及び農産物販売や経営のプロとする．」(p110)とした． 
このように，新しい農協の姿が求められ，農協は自己改革に取り組むこととなった．こ
の新しい姿は本来的には正准組合員が求めている姿では無くてはならない．農協改革集中
推進期間も 2019 年 5 月末が期限となり，自己改革の真価が問われている． 
 
Ⅱ 協同組合の特徴と株式会社との共通性 
 「会社が，株主をはじめ顧客・従業員・地域社会等の立場を踏まえた上で，透明・公
正かつ迅速・果断な意思決定を行うための仕組み」[東京証券取引所,2018］(p1)という，
「ステークホルダーに対する配慮」「守りのガバナンス」「攻めのガバナンス」3)を意識し
た定義づけがされたコーポレートガバナンスの実践のために，上場企業ではコーポレート
ガバナンス・コード（以下，コードと略記）が 2015 年から適用になった． 
 我が国において農協等の協同組合では，現在，コードが導入されていない．農協の事
業について，信用事業は銀行業，共済事業は保険業（保険業の場合は別法人で営んでいる
「生命共済」と「損害共済」が農協では同一法人で実施可能）と実施的に同じものであ
り，農産物の販売事業，農業資材の購買事業についても，協同組合でなくてはできない事
業でもなく同様の事業を行っている株式会社も存在する．また，農協の信用事業を例に取
ると，平成 29 事業年度の全農協（657 組合）の合計額では，貯金残高は 101 兆円（1 組合
平均 1,545 億円），貸出金残高は 21 兆円（同 329 億円）で4），零細な存在ではない． 
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表１ 農協と株式会社の事業運営方式の比較5) 
項目 農協 株式会社 
基本的性格 
｢ひと｣の連帯(人格的結合体)．所
有･利用･経営が三位一体(経営は
正組合員とその代表者による) 
「かね」の結合(資本構成体)  
上場会社：所有(株主)・利用(顧
客)・経営が分離閉鎖会社：所有
と経営が一般的に非分離 
目的 組合員の生産と生活の向上 利潤の追求（競争原理） 
準拠法 農業協同組合法 会社法 
出資／株式 
出資＝組合員資格の取得．職域
(農業者)や地域等の制限有(事業
利用する非農業者は共益権のない
准組合員) 
公開会社：株式取得・譲渡は原則
自由であるため，株主は投資家等 
閉鎖会社：株式譲渡に制限有り 
運営方法 
1 正組合員 1 議決権制(民主的運
営)，准組合員には議決権無し 
１株１議決権制(株主による運営
支配)，制限議決権株式は発行済
株式の 1/2 まで許容 
理事／取締役
の要件 
定数の 2/3 は正組合員，過半数は
認定農業者等．員外理事の殆どが
職員出身者.慣例で女性枠,青年枠 
上場企業は社外取締役２名以上
（ガバナンスコード原則 4-8） 
総会，取締役
会／理事会以
外の機関 
理事会の上位に経営管理委員会
（員外委員は定数 1/4 まで設置可
能） 
指名委員会等設置会社では執行
役，監査委員会・指名委員会・報
酬委員会の設置義務，監査等委員
会設置会社では監査等委員会 
監査役／監事 
常勤監事，員外監事の設置義務
（監査役会は任意） 
上場企業では監査役会の設置義務 
指名委員会等設置会社では監査委
員会等の設置義務．ただし監査役
（会）は設置されない 
監査等委員会設置会社ならば監査
役（会）は設置されず，監査等委
員会となる 
剰余金の配分 利用高配当と出資配当 出資配当 
 
農協を例とした協同組合の事業運営方式について株式会社との比較が表１である．両者
には相違点はあるものの，共通点としては，(a)機関として総会，理事会／取締役会，監
事／監査役が設置，(b)出資者ではない（職員出身者や有識者）役員が存在，(c)非常勤役
員が存在（農協の非常勤役員の殆どが組合員），(d)出資配当，(e)法令（農協の場合は，
農協法第 54 条の３第２項，農協法施行規則第 204 条，第 205 条）に基づく開示義務，(f)
会社法の株主の権利に準じる出資者（組合員）の権利（例：代表訴訟：農協法第 41 条で
会社法第 874 条を準用等），(g)（2019 年度決算より）貯金量（連合会は負債）200 億円以
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上の法人は会計監査人監査の対象，など数多くあるゆえに，協同組合も上場企業同様のガ
バナンスの高度化が必要であると考えられる． 
 
Ⅲ 農協へのコード準用の必要性 
 なぜ，農協などの協同組合において，コードの準用が必要なのか理由を述べる． 
 
１ 経営の透明性の確保 
 農協をはじめ協同組合は，出資は市場非公開であるため，市場の規律を直接的に受け
ないが，協同組合を利用する組合員が出資者であり，経営者である非営利組織だからこ
そ，組合員からの規律を受ける．さらに顧客としては農協から出荷される農産物を購入す
る消費者や企業がおり，さらに農協と取引のある様々な法人などもステークホルダーとし
て含まれる．ステークホルダーは農協の管内を超えて存在し，さらに農協がコンプライア
ンス上問題ならば取引できない存在になるため，ステークホルダーの規律も受けている． 
 [International Cooperative Alliance(注：国際協同組合同盟．以下 ICA と略
記),2015］(邦訳 p42)では，不適切なガバナンスと放漫経営は協同組合も例外ではなく，
自治と自立を脅かすものとしている．事実[Birchall,2014]（邦訳 pp86-87）で指摘して
いる通り，1980 年代から 1990 年代初頭にドイツ，フランス等の生協が破綻，イギリスの
生協も経営危機に陥るなどしたため，上場企業のガバナンス不振とその対応を論じたキャ
ドバリー委員会報告書に影響を受け，協同組合版コードが作られる契機となった（本論Ⅱ
１でも後述）．さらに農協は，表１のように事業内容やガバナンスも株式会社との共通点
が多く，規模も零細ではないため，ステークホルダーに対し，経営状態を的確に示すこと
が課題になる． 
 そのために，強制的な監督や規制だけではなく，農協にコードという自主的な原則，す
なわちソフトローを定めて，農協のガバナンスが「コンプライ・オア・エクスプレイン」
により，ステークホルダーに対し，法定開示事項を超えて「見える化」して経営の透明性
を確保することが「持続可能な JA 経営基盤の確立・強化」6)のための施策となりうる． 
 
２ 行政からの監督 
 農協の場合，監督省庁である農林水産省から『農業協同組合，農業協同組合連合会及び
農事組合法人向けの総合的な監督指針(信用事業及び共済事業のみに係るものを除く．)』
［農林水産省,2018a］や『系統金融機関向けの総合的な監督指針』［金融庁・農林水産
省,2019］7)が，金融庁の『中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針』［金融
庁,2018a］同様，公表されており，また 2019 年 3 月に廃止になった『金融検査マニュア
ル』の農協版『預貯金等受入系統金融機関に係る検査マニュアル』［農林水産省,2018b］
についても農林水産省から公表され，2019 年 5 月現在でも有効である8)．これら監督にか
かわる文書には，ガバナンスは「経営管理」として明示され，行政検査時の重要なチェッ
ク項目となっている． 
 また，公正取引委員会より『農業協同組合の活動に関する独占禁止法上の指針』［公正
取引委員会,2018］が公表されている．農協は独占禁止法の適用除外の法人であるもの
の，公正取引委員会が法的措置や警告を行った問題行為が 1989 年以降で 14 件ということ
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もあり（2018 年３月 31 日現在）9)，『農協と独占禁止法〜農業関係各位の独占禁止法コン
プライアンスのために〜』［公正取引委員会,2019］が作成され，監督が強化されている． 
 
３ 「農協改革」にともなう改正農協法の実効性確保 
 2015 年の農協法改正は，［農林水産省,2015a］(p74)によると［内閣府,2014a］に基づ
く［内閣府,2014b］及び［首相官邸,2014］を踏まえたもので，主な改正ポイントは［農
林水産省,2015b］(p1)及び［明田,2015］(pp2-9)によると，(a)組合の事業運営原則の明
確化，(b)組合員の自主的組織としての組合の運営の確保，(c)理事等の構成，(d)組合の
組織変更等，(e)農業協同組合中央会制度の廃止，(f)信用事業を行う農業協同組合等の会
計監査人の設置であり，特に大きくガバナンスに関わるのは(a)(b)(c)(f)である．これら
各項目の実効性を，開示により明確にすることで，各農協の遵守の意識が高まることが期
待される． 
 
４ 准組合員のガバナンスの機会確保と強化 
 農業者ではない地域住民でも，農協の金融等の事業利用を希望する者に対しては，准
組合員として加入し，出資することにより，事業利用をできることとなっている．ただ
し，制度上，出資配当等の自益権はあるものの，総会の議決権等の共益権は有せず，ガ
バナンスに限定がなされている．『第 28 回 JA 全国大会決議』[全国農業協同組合中央
会,2019]によると，准組合員を単なる事業利用者だけではなく，「地域農業や地域経済の
発展を農業者と共に支えるパートナー」(p2)として位置づけており，さらには「組合員
の「アクティブ・メンバーシップ」10)の確立」(p31)として，「准組合員の「意思反映」
「運営参画」の強化」(p32)についても重点項目として挙げている． 
 
５ コードの浸透にともなう農協における法定開示の拡充可能性 
 ［中村他,2017］(pp336-337)では，日本の上場企業におけるコードの施行により，コー
ポレート・ガバナンスに「攻めのガバナンス」という側面が付与され，コードが対象とす
るコーポレート・ガバナンスは「欠陥があれば経営者が法的責任を追及」するものではな
いが，経済的な活動主体として存続し，資本提供者からの期待に応えるために必要なもの
として位置づけられるとされ，コードを積極的に実施するほど，有価証券報告書における
開示情報も増加すると考えられると示唆している． 
 実際にその後，『金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告−資本市場に
おける好循環の実現に向けて−』［金融庁,2018b］において「ルールへの形式的な対応にと
どまらない開示の充実に向けた企業の取組みを促すため，開示内容や開示への取組み方に
ついての実務上のベストプラクティス等から導き出される望ましい開示の考え方・内容・
取り組み方をまとめたプリンシプルベースのガイダンスを策定すべき」(p9)と提言され
た．これを受けて「財務情報及び記述情報の充実」「建設的な対話の促進に向けた情報の
提供」「情報の信頼性・適時性の確保に向けた取組」を反映させた有価証券報告書等の記
載事項について「企業内容との開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」11)を
2019 年に施行し，開示の充実に向けた企業の取組みを促し，開示の充実を図り，さらに
開示内容全体のレベルの向上を図ることを目的12)として『記述情報の開示に関する原則』
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［金融庁,2019a］及び『記述情報の開示の好事例集』［金融庁,2019b］を公表など，開示
に関する施策を強化しており，同様のことが農協でも波及すると考えられる． 
 
６ ESG 及び SDGs 
 ［東京証券取引所,2018］では，基本原則２「株主以外のステークホルダーとの適切な
協働」及び基本原則３「適切な情報開示と透明性の確保」で，会社の財政状態，経営戦
略，リスク，ガバナンスや社会・環境問題といった ESG 項目に関する非財務情報の積極的
対応(p11)に言及している． 
 また SDGs の推進については［金融庁,2018c］(p4)や［東京証券取引所,2018］の原則
4-1(p19)にて取締役会におけるジェンダー等の多様性を求めていることを例示している． 
農協の経営理念に相当する JA 綱領13)においても「地域の農業を振興し，わが国の食と
緑と水を守ろう．」「環境・文化・福祉への貢献を通じて，安心して暮らせる豊かな地域社
会を築こう．」（傍線は筆者による）とあり，さらに『第 28 回 JA 全国大会決議』［全国農
業協同組合中央会,2019］でも三つの基本目標のうち「地域の活性化」(pp23-27)が掲げら
れるとともに，「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」として取り組んでいる
様々な事業・活動が SDGs 達成に貢献するため，これらの「見える化」を明示しており
(p37)，農協版コードにも ESG 及び SDGs の要素は含まれなくてはならない． 
 
Ⅳ 課題と方法 
 本論文では，我が国の農協へのコーポレートガバナンス・コードの準用を課題とし，は
じめに，協同組合のソフトローである協同組合原則の法制度および経営理念への影響と，
協同組合のガバナンス高度化の検討状況とこれを踏まえた海外の先行事例であるイギリ
ス・ドイツ・フランスの協同組合版コードについての比較を行い，特徴を明らかにする． 
 次に，我が国の協同組合に対する監督等の動向から，協同組合として求められているガ
バナンスについて明確にする．そして，農協等のガバナンスの自主規範に関して現状を明
らかにし，さらに，各地の農協に対して，ガバナンスに関するアンケート調査をおこな
い，その結果からコードの準用可能性に関する考察を行う． 
これらを踏まえ，農協の事業運営方式に則った，農協版コード準用の考え方を示唆す
る． 
 
本論：協同組合におけるコーポレートガバナンスに関する現状分析 
Ⅰ 協同組合原則の法制度および経営理念への影響 
 協同組合の運営の基本原則として「協同組合原則(Cooperative principles)」14)という
全世界共通のソフトローが ICA により 1937 年に定められており，２度目の改訂を受けた
現行の原則［ICA,1995］では，「原則」だけではなく，「定義」と「価値」も明示された． 
 協同組合原則は，協同組合法制度の基礎および独占禁止法適用除外組合の要件（独占禁
止法第 22 条）となっている．具体的に協同組合原則のガバナンスに関する項目と協同組
合法制度との関連を見ていくと，協同組合原則の「定義」「価値」は，農協法第 7 条第１
号(組合員への最大奉仕)，独占禁止法第 22 条 1 号（相互扶助）に，第１原則「自主的で
開かれた組合員制」については，いずれも（加入脱退の自由）として農協法第 19 条およ
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び第 20 条，独占禁止法第 22 条第 2 号に，第２原則「組合員による民主的な管理」の出資
口数によらず議決権が平等（１正組合員１議決権）については，農協法第 16 条，独占禁
止法第 22 条第 3 号に，第３原則「組合財政への参加」の組合員による出資と剰余金処分
については，農協法第 51 条（利益準備金）及び第 52 条第 2 項（利用分量配当），独占禁
止法第 22 条第 4 号（利益分配の限度）というように影響を与えていることがわかる． 
 また，協同組合原則は，協同組合の経営理念の基礎にもなっている．1995 年の協同組
合原則改訂を契機として，農協全体のガバナンスの基本となるビジョン・経営理念に相当
する「JA 綱領」15)が 1997 年に制定され，特に第１・第２・第３原則の影響を受けた「JA
への積極的な参加と連帯によって，協同の成果を実現しよう．」，第４原則「自主・自
立」の影響を受けた「自主・自立と民主的運営の基本に立ち，JA を健全に経営し信頼を
高めよう．」という項目があり，ガバナンスの重視を明示している． 
 
Ⅱ ICA 等による協同組合のガバナンス高度化の検討状況と英独仏の協同組合版コード 
１ ガバナンス高度化の検討状況 
 2012 年は国連が定めた国際協同組合年であり，この前後に ICA 等によりガバナンスの
高度化に関する検討が盛んに行われた．ヨーロッパの農業協同組合の連合組織である
COGECA は，［COGECA,2011］にて「利益最大化対利用者価値最大化」や「コード適用対象
の協同組合の規模」「理事会議長と CEO を分けるべきか」「理事のダイバシティ」「非常勤
理事」「開示」「リスクマネジメント」等，株式会社と協同組合の組織的特質の異同を前提
としたガバナンスの課題を取り上げている． 
 また，ICA は協同組合の今日的あり方について，Euricse(協同組合と社会的企業に関す
るヨーロッパ研究所)との共同研究成果として［Borzaga and Galera,2012］を取りまと
め,表題の「よりよい社会の実現」のため(1)適切な規制と支援政策の導入，(2)一貫性の
あるガバナンスとマネジメントの慣行の開発，(3)協同組合の見える化の推進の三つの勧
告を示し(前掲書邦訳 pp80-81)，これらを実行することで協同組合の優位性をフルに活用
することになるとしている． 
 さらに『協同組合の 10 年に向けたブループリント』［ICA,2013］で 2020 年までの協同
組合のあるべき姿「2020 ビジョン」として，(1)経済，社会，環境の持続可能性において
定評あるリーダー，(2)人々に最も好まれるモデル，(3)最も急速に成長する事業形態(前
掲書邦訳 p3)，を示し，これらを実現するためのアジェンダとして，(a)組合員として
の，またガバナンスへの参加のレベルを引き上げる，(b)協同組合を持続可能性の構築者
と位置づける，(c)協同組合のメッセージを構築しアイデンティティを確立する，(d)協同
組合の成長を支援する法的枠組みを確保する，(e)組合員による管理を保障しながら，信
頼性のある協同の資本を確保する(同 p6)とし，特に(d)「法的枠組み」の目標として「協
同組合原則の適用に関するガイドラインの策定」が明示され（同 pp25-30)，2015 年に
『ICA 原則ガイダンス・ノート』［ICA,2015］として決定された． 
 ［ICA,2015］では「第 2 原則:組合員による民主的管理」の 1.4 項で「民主的なプロセ
スは，それ自体で民主制を実践する能力を保証するものではない，という点に留意する必
要がある．持続可能な民主制度全てに見られる重要な特性は，しっかりとした民主的な法
律・ガバナンスコード(統治指針)・手続き・プロセス(例:フォーマル化された組織や事業
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運営のモデル等)による保護を必要としている」（前掲書邦訳 p11）とコードの必要性に言
及し，さらに「優れた統治規範及び成功事例(Good governance codes and good 
practice)」（同 p15）の 3.14 項にて，1990 年代のイギリスにおいて，キャドバリー委員
会報告書，グリーンブリー委員会報告書，ハンペル委員会報告書によるコーポレートガバ
ナンス・コードの礎となった，コーポレートガバナンスの各報告書に明示されている検討
結果等を踏まえ，協同組合におけるコーポレートガバナンス・コードの重要性について言
及した上で，「法律が効力を発していない場合，優れたコーポレート・ガバナンスの実践
を保証するよう設計された規約を協同組合が設けることが重要」（傍線は筆者，以下同
じ）とし，3.16 項で「コーポレート・ガバナンス・コード(企業統治規範)に関して取り
上げられている大きな問題は協同組合の本質に影響を及ぼす可能性のある重要な事業決定
(例:買収・売却・他の組合の債務譲渡の引き受け)について，理事が組合員と協議する責
任である．」(同 p15)としている．同じく「全国レベルの協同組合連盟及び部門別組織の
役割」（同 p19）の 3.17 項で「このような（注：協同組合運動の有効性や評価を守るため
の）責任は，優れた民主的実践の指針・監査の取り決め・国の法律に適したモデル統治規
範の策定を通じて，最も効果的に果たせる」（同 p20）と明記している． 
 さらに，「第 4 原則:自治と自立」の「規制」（同 p39）の 3.19 項で「協同組合は自発的
に良きガバナンス規範と報告基準を遵守することで自主規制を行っている」とあり，コー
ドが前提となる自主規制をうたっている． 
 このように，ICA も協同組合のガバナンスに関して，上場企業同様，高度化すべきとい
う問題意識を有し，協同組合の自主規範としてのコードの必要性を認識している． 
 
２ 英独仏の協同組合版コード 
 前項の協同組合のコーポレートガバナンスの議論に呼応する形で，イギリス，フラン
ス，ドイツ等の協同組合版コードが公開されている． 
 ここで英独仏３か国のコード（表２）を紹介する理由について，イギリス版は，(a)最
古の近代的協同組合であるロッチデール公正先駆者組合（生協として運営）の発祥国であ
り，協同組合原則も同組合の運営原則（ロッチデール原則）を源流としていること，(b)
コードの議論と定式化がイギリスを中心に行われてきたことが挙げられる．ドイツ版・フ
ランス版については，金融事業を行う協同組合（ドイツはライファイゼン・バンク，フラ
ンスはクレディ・アグリコル等）を対象としたコードであるためである． 
 
(1)イギリス農協版 
 イギリスの農協版コード［Co-operatives UK and SAOS,2014］は，英国協同組合
（Co-operatives UK）と SAOS（スコットランド農業団体協会）の共同作業により，
2013 年に公表され，2014 年に微修正がなされた． 
 前文(pp4-5)によると「英国協同組合と SAOS は，協同組合のためのこの最初の包括的
なコードを作成するために，協同組合運動の全部門にわたるガバナンスの豊富な経験を
結集した．このコードは，より幅広いビジネスを取り巻く環境（上場企業に適用される
英国・コーポレートガバナンス・コードを含む）からベストプラクティスを引き出して
いるが，農業協同組合の特徴を反映している」（筆者訳）と明示され，(a)英国上場企業 
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表２ 英独仏の協同組合版コード16) 
イギリス:農業協同組合コーポ
レートガバナンス・コード 
ドイツ：DGRVコーポレート
ガバナンス・コード 
フランス：協同組合及び共
済組合のガバナンス指針 
第A章：組合員 
第B章：投票の機会と年次
総会 
第C章：理事会の役割 
第D章：理事の役割 
第E章：理事会の規模 
第F章：理事会の独立性 
第G章：外部（員外）理事
の登用 
第H章：議長 
第I章：最高経営責任者 
第J章：参事 
第K章：選挙，理事会の改
選，および継承計画 
第L章：就任，情報提供，
および専門教育の継続 
第M章：第三者からの専門
的助言 
第N章：理事会の成果の評
価 
第O章：理事会に付随する
委員会 
第P章：指名委員会 
第Q章：報酬委員会 
第R章：監査委員会 
第S章：理事会への監査人
の報告書 
第T章：年次報告書 
1.序文 
2.組合員及び総会 
2.1 組合員 
2.2 総会 
2.3総会の招集，委任状 
3.理事会と経営管理員会の
協力 
4.理事会 
4.1 職務と責任 
4.2 構成及び報酬 
4.3 利益相反 
5.経営管理委員会 
5.1職務と責任 
5.2経営管理委員会議長の
職務と権限 
5.3 委員会の設置 
5.4 構成及び報酬 
5.5 利益相反 
5.6 効率性の審査 
6.透明性 
7.年次財務諸表の提出及び
監査 
7.1 報告 
7.2 協同組合の法定監査 
Ⅰ 目的と目標 
民主的な統治/非営利（ま
たは営利の限定）/組合員
に対するあるいは組合員間
の信頼と敬意/地域社会へ
の関わりの論理的必然性/
地域に根ざしていること/
長期的な経営ビジョン 
Ⅱ 正組合員の優位性 
1.総会にすべての権限を与
えること 
2.深い参画 
3.定例広報の展開 
4.組合員の参画促進 
Ⅲ 理事会の役割 
1.原則 
2.理事会のメンバーシップ 
3.理事会の権力構造 
4.理事会の活動および戦略
的方向性 
Ⅳ 理事会の職能の生産性
拡大 
1.理事の代表権と連累 
2.研修 
3.補償と賠償 
4.理事が利用可能な経営資
源 
Ⅴ 会議の組織化と有責 
1.理事の職業倫理とコミッ
トメント 
2.理事会の専門委員会 
3.理事会の成果の評価と透
明性 
4.会長／理事長のチーム 
5.協同組合と共済組合の報
告書 
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コードを参考にし，(b)協同組合の組織特性を反映させていることをうたっている． 
 前文中には「……協同組合では，理事会は協同組合を指揮し，それと同時に，協同組
合原則に従って活動し，積極的に組合員との緊密な関係とガバナンスの実践における積
極的な組合員の参画の促進を維持しなければならない．」とあり，協同組合原則が（農
業）協同組合のガバナンスにおいても根幹をなす位置づけであることを明示している． 
構成は，A から T までの 20 章 160 条であり，各章は，「高水準原則：High level 
principle」「補助原則:Supporting principle」「各則:Provisions」の階層に分かれ記
述されている． 
(2)ドイツ協同組合版 
 ドイツの協同組合版コード［DGRV,2015］は，ドイツ協同組合・ライファイゼン中央
会(DGRV)により，2015 年に公表された． 
［DGRV,2015］の序文以下，構成・内容ともにドイツ上場会社版を完全に踏襲してお
り，株式会社固有の仕組みを表す用語に言い換えてはいるものの（例えば「株主
(Aktionäre)」）ではなく「組合員(Mitglieder)」など），大きな違いはなく，協同組合
としての特殊性を打ち出さないような内容になっている．構成は，7 章(第 1 章は序文
であるので，実質基本原則に該当するものは６つ)23 条 52 項と，最大３階層に分かれ
て記述されている． 
第１章序文(pp1-2)に，コードの目的が明示されており「本コードは，ドイツの協同
組合のコーポレートガバナンス・システムを透明かつ理解しやすいものにし，ドイツの
協同組合の管理と監督に関して，組合員，利用者，職員，そして国民の信頼を高めるこ
とを目的とする．」（注：金融庁訳文を参考の上，筆者訳）としている．この目的は，ド
イツの上場企業コードの同趣旨の文章を，協同組合固有の用語に書き換えたもので，内
容そのものは概ね違いのないものである． 
(3)フランス協同組合版 
 フランスの協同組合版コード［Institut Français des Administrateurs,2013］は，
Institut Français des Administrateurs（フランス経営者研究所）により，2013 年に
公表された． 
 ［Institut Français des Administrateurs,2013］は上場会社版を参考にしているも
のの，構成は協同組合としての独自性が強く現れている．特にⅠ章の序文に相当する
「目的と目標」については協同組合原則に則った協同組合のガバナンスについての共通
項目として，具体的には「民主的な統治」「非営利（または営利の限定）」「組合員に対
するあるいは組合員間の信頼と敬意」「地域社会への関わりの論理的必然性」「地域に根
ざしていること」「長期的な経営ビジョン」(p6)を挙げている． 
 構成は，Ⅴ章(第Ⅰ章は序文であるので，実質，基本原則に該当するものは４つ)33
原則（原則の最後は「結論」）16 条 54 項 6 節と，最大 4 階層に分かれて記述されてい
る． 
(4)小括 
 このように英独仏の協同組合では，自国の上場企業コードを参考として，協同組合版
を策定しており，共通事項として(a)出資者であり経営者であり利用者である組合員の
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位置づけ，(b)総会，理事会等の機関の役割，(c)理事の責務，(d)理事会に付随する各
種委員会の位置づけ，(e)理事に対する教育・研修，(f)年次報告については明示してお
り，基本的には上場企業コードの項目とまったく遜色ない． 
その一方，コードへの協同組合固有の理念等についての言及は，フランス版が一番
強調していると見て取れるが，その対極としてドイツ版のようにコードの構成・文言に
ついても原則として上場企業版に合わせているものもあり，この３か国でも濃淡が分か
れる結果となった． 
 
Ⅲ 我が国の農協に関する監督等の近年の動向 
 我が国の農協等の協同組合も行政からの監督を受けているが，特にガバナンスに関する
監督の視点について，概括してみる． 
 
１ 監督指針 
 ［農林水産省,2018a］におけるガバナンスに関する項目は，「II-1 経営管理体制」(p5)
に「農業者の協同組織として設立されたものであり，その事業を通じて組合員に最大の奉
仕をするという(法第 7 条第 1 項)目的の達成に向けた運営が行われる必要がある」(p5)と
され，「組合員に事業方針や事業計画の内容がわかりやすく知らされ，組合の各事業が適
切に運営されることが必要であり，組合員に対して組合員の利用状況や採算性等について
適切な情報提供を行い，組合が現に行っている事業の見直しを行う際には，組合員の意向
を把握して実施されることが重要」(p5)としている．これより，農協においても，(a)開
示，(b)説明責任（アカウンタビリティ），(c)組合員とのコミュニケーションが求められ
ている． 
 具体的には「II-1-2-3 役員体制」(p11)では，その意義として「組合が，農業者の協同
組織として「組合員への最大の奉仕」という目的を実現し，農業所得の増大に最大限配慮
をした事業運営を実施できるか否かは，組合の業務執行の決定等を行う役員体制のいかん
によるところが大きい」とし，このため「役員体制をどうするかなどについて，組合員と
組合の役職員との間で徹底した議論が行われること」，「役員がその責務を十全に果たすと
ともに，経営に対する規律付けを有効に機能させ，適切な経営管理(ガバナンス．以下同
じ．)が行われるようにすること」の重要性を示し，アカウンタビリティに通じるガバナ
ンスの役割を明確化している． 
 また「II-1-7 組合員に対する説明態勢等の整備」(p33)について，「組合はその事業を
通じて組合員に最大の奉仕をすることを目的として，組合員の意思決定に基づき運営され
るものである．このため，可能な限り組合員の意思が組合の経営に反映されるよう，組合
員に対して必要な情報が提供される必要があり，そのための態勢を確立し適切に運営して
いくことが求められる．」(p33)と「総会での説明等にとどまらず，生産部会などの組合員
組織などを活用」(p33)を求め，意思反映に資する組合員とコミュニケーションの必要性
を明示している． 
 さらに「III-2-2 情報開示の適切性・十分性」(p89)において「組合の情報開示を充実
させることは，組合の経営の透明性を高め，組合員や利用者からのチェックが働くことか
ら事業運営の自己改革を促す上で重要」とあり，「情報開示に期待される機能が適切に果
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たされるためには，組合の事業及び財務の内容がより正確に反映された書類が作成される
ことがその前提であり，最近の経済・社会環境の変化を踏まえ，適切な開示がされる必要
がある」(p89)と，法定開示のみならずさらに踏み込んだ開示の重要性を示唆している． 
 なお，「II-6 自己改革の実行」(p58)についても言及されており，「自己改革を進めてい
くには（中略）組合員たる農業者と組合の役職員が徹底した話合いを行うことが前提とな
る．また，組合の自己改革については，その進捗状況を点検するとともに，担い手をはじ
めとする農業者がどのように評価しているのかについても組合が把握し，その取組内容を
見直していくことが重要」であるということも明記されており，組合員とのコミュニケー
ションがここでも強調されている． 
 一方，信用事業に関する［金融庁・農林水産省,2019］では，「I-1 系統金融の監督に関
する基本的考え方【共通】」(p1)に「系統金融機関の経営の透明性を高め，市場規律によ
り経営の自己規正を促し，預貯金者等の自己責任原則の確立を図るため，系統金融機関の
ディスクロージャーをより一層推進することも重要」(p1)と明示されている．ここで「市
場規律」とあるのは，農協の出資金（資本）に市場性はないため，農協のステークホルダ
ーによる規律と解することができ，法定以上の開示を求めていることが分かる． 
 また「I-3-2 監督指針策定の趣旨【共通】」(p4)では「系統金融機関は，市場による経
営チェックが行われにくいため，相対的に経営管理(ガバナンス)が弱いと考えられるこ
と」(p4)と［金融庁,2018a,p354］の指摘と全く同じことを言及した上で，「系統金融機関
自らの取組に加え，経営に対する外部からの規律付けを十分に図っていく必要があり，情
報開示等による規律付けとともに，行政庁による規律付けの必要性も大きいと考えられ
る．」(p4)としており，「情報開示等による規律付け」を強調している． 
 「II-1 経営管理(ガバナンス)」(p5)では「意義【共通】」として「系統金融機関の持続
可能性を確保し，経営の健全性の維持及びその一層の向上を図るためには，経営に対する
規律付けが有効に機能し，適切な経営管理(ガバナンス)が行われることが重要である．」
(p5)と［農林水産省,2018a,p11］と同じ内容を言及している． 
 
２ 系統金融検査マニュアル 
 ［農林水産省,2018b］では，「経営管理(ガバナンス)態勢-基本的要素-の確認検査用チ
ェックリスト」(p6)が定められており，特に検証ポイントに「系統金融機関における業務
の健全性及び適切性を確保し，信用の維持及び預貯金者等の保護を確保するとともに金融
の円滑を図るため」(p6)に「適切な経営管理(ガバナンス)」(p6)が必要である旨，明示さ
れている．具体的には，「I.代表理事，理事及び理事会による経営管理(ガバナンス)態勢
の整備・確立状況」(pp6-10)に「経営方針等」「理事・理事会」「組織体制の整備」（この
項に「情報開示」を含む）のチェック項目が明示されている． 
 
３ 小括 
このように行政の指導では，上場企業や他の金融機関同様「経営管理（ガバナンス）」
の向上のために開示の重要性を説き，法定開示以上のものを求めていることが明らかだ． 
 
Ⅳ 我が国の農協等におけるガバナンスに関する自主規範 
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 我が国の農協においてはコード準用ではないものの，上場版コードの影響を受けたガバ
ナンスの自主規範に関しては以下の通りの対応が見られる． 
 
１ 農林中央金庫の「ガバナンス基本方針」 
 農協の信用事業の全国機関である農林中央金庫は上場会社ではないものの 2016 年にコ
ーポレートガバナンス・コードの趣旨を踏まえた開示を行い，「農林中央金庫ガバナンス
基本方針」17)を制定した．このガバナンス基本方針の目的は「農林中央金庫のガバナンス
にかかる基本的な考え方や枠組みを定め，経営管理委員，理事，執行役員および監事の行
動指針とするものである．」（第 1 条）としており，コーポレートガバナンス・コードに準
じる形で，29 条からなる条文を規定している． 
 なお，他の相互扶助型金融機関で，このようなガバナンス・コードを意識した開示を行
っているのは 2019 年 5 月現在，信金中央金庫が「コーポレート・ガバナンスに関する報
告書」を開示し，他は相互会社である生命保険５社(日本生命保険，明治安田生命保険，
住友生命保険，富国生命保険，朝日生命保険)はすべてコーポレートガバナンスの基本方
針，上場企業の様式に準じる「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を作成し，い
ずれもホームページで公開している． 
 
２ JA 監事監査基準 
 日本監査役協会は 2015 年に会社法等の改正およびコードの導入に対応して「監査役監
査基準」18)の改訂を行ったが，これを参考の上19)，2017 年に農協法等の改正を踏まえ
「JA 監事監査基準」[JA 全国監査機構,2017a]の改訂を行っている． 
 [JA 全国監査機構,2017a]では，監査役監査基準同様，規定事項のレベル分けが行わ
れ，レベル４（検討・考慮すべきものの具体的な行動指針は示されていない事項等），レ
ベル５（ベスト・プラクティス）にはコードの要素が含まれている． 
 例として，第１条（目的）第１項「本基準は，監事の職責とそれを果たすうえでの心構
えを明らかにし，併せて，その職責を遂行するための監査体制のあり方と，監査に当たっ
ての基準及び行動の指針を定めるものである．」がレベル５である．また第３条（監事の
心構え）第３項「監事は，適正な監査視点の形成のため，組合の事業・財務・組織等に
関する必要な知識を取得し，監事に求められる役割と責務を十分に理解する機会を得る
よう努めるほか，経営全般の見地から経営課題についての認識を深め，経営状況の推移
と組合をめぐる環境の変化を把握し，能動的・積極的に意見を表明するよう努める．」が
レベル４とされ，コード【原則 4-4.監査役及び監査役会の役割・責務】の要素が含まれ
ている． 
 
３ スチュワードシップ・コードの受け入れ 
 農協では，有価証券運用には制限があるため，機関投資家とは言えないが，都道府県信
用農業協同組合連合会，農林中央金庫及び全国共済農業協同組合連合会やこれらの関連の
法人では，有価証券運用を行い，その果実を最終的には農協に還元している． 
コーポレートガバナンス・コードと対になる『「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本
版スチュワードシップ・コード≫〜投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために
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〜』［金融庁,2017］は 2014 年に公表され 2017 年に改訂されたが，このスチュワードシッ
プ・コードの受け入れを表明している農協関係法人は，2019 年 5 月 9 日時点で20)，農中
信託銀行株式会社，全国共済農業協同組合連合会，農林中金バリューインベストメンツ株
式会社，農林中金全共連アセットマネジメント株式会社の４法人となっている． 
 
Ⅴ 農協のガバナンスと開示に関するアンケート結果 
１ アンケートの目的と概要 
 農協でも法定開示は行われているものの，コーポレート・ガバナンスコード同様の項目
の開示までは至っていない．そのため，農協の開示に関する意識を探ることを目的とし
て，上場企業が実施している「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」での開示項目
のうち，総合農協で法定開示ではない項目に関して「開示が可能であるか」等についての
アンケートを実施した21)．2018 年 9 月から 10 月にかけて信用事業を実施している総合農
協 646 組合（2018 年 9 月現在組合数）のうち 200 組合を対象として，郵便にて送付・回
収を行い，回答は 79 組合，回答率は 39.5%（全組合の 12.2%）となった． 
 
２ アンケートの結果 
 ガバナンスに関するアンケート項目のうち「開示可能」の回答数は表３のとおり． 
 
(1)企業理念等 
「企業理念等」については平均して 7 割弱の比率で開示可能と回答している． 
農協共通の企業理念・ビジョンとして「JA 綱領」が定められ公開されているため，さ
らに高い値が出ることも想定されたが，この程度にとどまった． 
(2)理事関係 
 株式会社の「取締役」に相当する「理事」に関する事項について質問したところ，平
均して 7 割弱と開示可能と回答があった．農協の場合，理事定数の少なくとも 2/3 は正
組合員（農協法 30 条 11 項）でなくてはならず，残りの 1/3 の枠内で非正組合員の理事
を選出し，そのほとんどが職員出身者であり，「実務精通者」や「学識経験者」と呼称
している．アンケートでこの非正組合理事（平均 3.7 名）のうち非職員出身の理事は平
均 0.4 名に過ぎないことが明らかになり，「実務精通者（学識経験者）理事の数のうち
職員出身ではない理事の JA との関係」を開示可能とする回答が 40.5%であったが，そ
もそも該当者が極めて少ないことが理由であると考えられる． 
 なお，その他の事項として「実務精通者（学識経験者）理事の数のうち職員出身では
ない理事の JA との関係」について質問したところ（複数回答可），「他の JA の出身者」
11 組合と最も多く，その内容としては都道府県連合会・中央会出身者との回答もあっ
た．続いて「他の会社の出身者」8 組合が多く，「准組合員」と「その他」がともに３
組合であった．「弁護士」「公認会計士」「税理士」「学者」については該当がなかった． 
「定款上の理事の員数」については，農協の場合，定款上の理事定数について「定
款上の理事の員数が定数」であるのが 56 組合（71.8%）に対し，「定款上の理事の員数
に範囲有り」が 22 組合（28.2%）であった． 
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表３ ガバナンスに関する事項の「開示可能」の回答数 
大項目 小項目 
「可能」
回答数 
（比率） 
企業理念
等	
企業理念 53 67.1% 
ビジョン 51 64.6% 
経営戦略・経営方針 54 68.4% 
（平均値） 66.7% 
理事関係	
定款上の理事の員数 58 73.4% 
定款上の理事の任期 56 70.9% 
理事会の議長 56 70.9% 
実務精通者（学識経験者）理事の数 54 68.4% 
実務精通者（学識経験者）理事の数のうち職員出身ではな
い理事 
51 64.6% 
実務精通者（学識経験者）理事の数のうち職員出身ではな
い理事の JA との関係 
32 40.5% 
（平均値） 67.8% 
監事関係	 監事会設置の有無 55 70.9% 定款上の監事の員数 58 73.4% 
員外監事と JA との関係 52 65.8% 
（平均値） 70.0% 
その他 
役員指名又は役員報酬に関する任意の委員会 53 67.1% 
役員報酬の開示 48 60.8% 
役員報酬額又はその算定方法の決定方針 44 55.7% 
非職員の実務精通者(学識経験者）理事・員外監事のサポー
ト体制 
47 59.5% 
代表理事組合長（理事長）等を退任した方の状況 43 54.4% 
（平均値） 59.5% 
全体の平均値	 64.4% 
 「定款上の理事の任期」は回答した 78 組合が全て「３年」という回答であり，これ
は総合農協の組合長が全国及び県の連合会・中央会の理事を兼任するため任期を合わせ
改選期も合致するようにしていると考えられる． 
 「理事会の議長」については，組合長（理事長）が議長であるのが 74 組合（97.1%）
であり，それ以外は「会長・組合長（理事長）以外の代表理事」と「その他の理事」が
それぞれ１組合であった． 
 
(3)監事関係 
 「監査役」を農協法の「監事」に読み替えて質問したところ，平均 7 割が開示可能と
回答しており，理事と傾向的には変わらない． 
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 政令で定める一定規模以上の信用事業を行う農協の監事の１名以上は正組合員以外
（員外監事）でなくてはならないが（農協法 30 条 14 項），「員外監事と JA との関係(複
数回答可)」を質問したところ「その他」が 24 組合，「他の会社の出身者」15 組合，
「他の JA の出身者」14 組合と多く，これらには員外理事同様，都道府県連合会・中央
会出身者も含まれると推測される．また，「税理士」15 組合，「公認会計士」6 組合，
「弁護士」3 組合と専門家の登用も行われ（「学者」は該当なし），「准組合員」も 4 組
合あった． 
 「定款上の監事の員数」については，定款上の理事定数について「定款上の監事の員
数が定数」であるのが 64 組合（この項目の全回答 77 組合に対し 83.1%）に対し，「定
款上の監事の員数に範囲有り」が 13 組合（16.9%）であった． 
(4)その他のコーポレート・ガバナンス体制 
 その他のコーポレート・ガバナンス体制の開示の可能性は６割程度であった．「役員
報酬関係」と「組合長（理事長）退任した方の状況」については５割台であり相対的に
低いがそれでも過半数は超える水準であった．なお，「役員指名又は役員報酬に関する
任意の委員会」を設置しているのは 65 組合（回答 76 組合のうち 85.5%）であった． 
(5)小括 
 結果としては，コーポレート・ガバナンス報告書に明示されている項目で法定開示に
なっていない項目について，開示を「可能」とした比率の平均値は 64.4%となり，過半
数の農協では容認するという結果となった． 
この結果を受けて，開示項目を上場企業コード並とする素地は充分あると判断でき
る．農協でも，ディスクロージャー誌等で，ビジョンや経営理念等を始めとした法定開
示項目ではない項目を開示している事例もあるため，特にこのような農協ならばコード
の導入には大きな障害がないと考えられる．この調査結果は，コードの導入を検討の際
の根拠資料，さらには各農協へのコード説明資料の一部として活用可能と思料される． 
 
結論：我が国の農協におけるコード準用に向けての示唆 
 農協版コードの原則は，我が国の上場企業コードの原則に準じる文言とし，株式会社
固有の用語を協同組合用語に置き換え【１．組合員の権利・平等性の確保】【２．組合員
以外のステークホルダーとの適切な協働】【３．適切な情報開示と透明性の確保】【４．理
事会等の責務】【５．組合員との対話】とすることを提案したい．これは，本論Ⅳ１で前
述した相互会社版の開示と同様，株式会社と比較可能とすることが大きな理由である．さ
らに，農協版コードの内容については，上場企業コードの中で，「原則 1-5 いわゆる買収
防衛策」など協同組合では該当のない項目については削除するとともに，以下の通り農協
固有の要素を付け加えるべきであると考える． 
 前文として，協同組合原則と農協法等の法令に則っていることと「攻めの経営」の要素
として「持続的な成長と組合員である農業者の所得増大および農業生産の拡大」，ステー
クホルダーと地域社会の発展が目的であることに明示する． 
 組合員については，「組合員の権利・平等性の確保」を明示しつつ，利用権はあるが法
的には共益権を有しない准組合員についてもガバナンスに参画することへの配慮を明示し
た上で，組合員との対話を総（代）会はもちろん，集落座談会や生産部会など積極的に既
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存の組合員組織も活用して対話を行う内容とし，さらに組合員以外のステークホルダーと
の適切な協働を明示する． 
 適切な情報開示と透明性確保にも言及し，決算報告を中心とした財務情報のみならず，
内部通報，苦情対応等を含む「守りの経営」のほか，従来の総（代）会資料の枠を超えた
ESG 及び SDGs の要素が含まれる農協の活動状況や「農協改革」の状況など「攻めの経
営」に関する非財務情報の開示について言及する． 
 理事会等の機関について，構成と責務，機関を補佐する事務局等の他，理事会への評価
も言及し，理事等役員についても，認定農業者等の正組合員理事・監事，職員出身の員外
理事・監事，いずれにも当てはまらない准組合員やその他のステークホルダーや専門家か
らなる独立員外理事を言及し，ダイバーシティへの配慮や役員に対する教育・研修や情報
提供も明示する． 
 理事会を補完する委員会については，農協法では法定化されていない任意の機関である
「役員指名委員会」「役員報酬審議委員会」等の名称で役員の指名と報酬を審議する委員
会を設置することが一般的であるため，そのことを意識して明示する． 
※   ※ 
 今後の課題としては，海外の農協でコードを活用したガバナンスの高度化の現状とその
成果，国内の農協における法定を超えた開示の現状について調査し，日本の農協のみなら
ず協同組合全体に準用できるコードの要件について精緻化したい． 
謝辞：本稿について，3 名の匿名査読者から大変貴重なご助言をいただきました．厚く感
謝を申し上げます. 
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